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外国籍住 民 に対 する防災 ・災害情報 の

提供 に関 する一・考察

外国籍住民を交えた 「自助」「共助」「公助」の枠組みを探る

片 岡 博 美

要 旨 わが国では,1990年 の 「出入国管理及び難民認定法」改正以降,多 くの南米出身の 日

系人及びその家族を迎え ることとな った。入管法改正か ら19年 目を迎えた現在,南 米出身者

の中 には,永 住申請や住宅所得を行 う者 も増加 してお り,地 域 にお ける彼 らの定住者あ るい

は市民 としての存在は一層大 き くな りつつあ る。

本稿で は,地 域 にお ける外国籍住民向 けに行われ る情報提供,中 で も 「防災 ・災害情報」

の提供 とその有効活用 とい う点 に着 目し,1990年 の入管法の改正以降,国 内で急増 した ブラ

ジル出身者を対象 に,行 政や関連団体側が行 う施策 ・サー ビスが,い かな る形で周知 され,

その情報が,い かな る形で彼 らの 日常生活 に活か されてい るのか とい う部分を分析 ・解明 し

た。それ ら現状 を踏 まえ た上 で,外 国籍 住民を交 えた 「地 域防災」の あ り方 について,「 自

助」「共助」「公助」の枠組みか ら検討 した。

キー ワー ド 地域防災力,自 助 ・共助 ・公助,外 国籍住民,防 災 ・災害情報

原稿受理 日2009年5月15日

Abstract Since the Immigration Control and Refugee Recognition Act was revised 

in 1990, Japan has welcomed many South Americans of Japanese descent and their 

families. Now, in the 19th year since the Immigration Control Act was revised, 

there is an increase in the number of South American immigrants applying for per-

manent residency and acquiring houses, making these permanent settlers a greater 

presence as citizens in the local community. 

 This paper focuses on the effective utilization of "disaster prevention and disaster 

information" that is a part of the information provided to residents with foreign 

citizenship in local communities, analyzing and identifying how information meas-

ures and services performed by the government has been disseminated to Brazilian 

immigrants that have increased rapidly in Japan since the 1990 revision to the Immi-

gration Control Act, and how that information has been utilized in their lifestyles. 

Furthermore, based on the perspective of disseminating information on topics such 

as lifestyle issues and disaster prevention to residents with foreign citizenship, the 

conditions required for "improving community disaster prevention capabilities" 

were examined using the framework of self help, joint help and public help.

Key words community disaster prevention capabilities, self help, joint help, public 

           help, foreign residents, providing disaster prevention and disaster-re-

           lated information
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1は じ め に

1.研 究の背景

わが国では,1990年 の 「出入国管理及び難民認定法」(以 下 「入管法」と略す)改 正以

降,多 くの南米出身の 日系人及びその家族を迎えることとなった。入管法改正以降の南米

日系人及びその家族は,製 造業を主とした就業機会の多い東海地域に多 く居住 し,そ れ ら

の地域では,家 族滞在の増加や定住化が進んでいる。入管法改正か ら19年 目を迎えた現

在,南 米出身者の中には,永 住申請や住宅取得を行う者 も増加 してお り,地 域における彼

らの定住者あるいは市民としての存在は一層大きくな りつつある。

しか しなが ら,そ の一方で,労 働者とりわけ間接雇用という不安定な就業形態での居住

は,受 入先地域社会において様々な問題を生 じさせる要因ともなっている。不安定な雇用

や労働災害などの労働問題はもちろんのこと,保 険制度や教育,言 葉の問題なども,こ れ

ら外国籍住民が多 く居住する地域が抱える大きな課題である。昨年より続 く製造業を中心

とした経済情勢の悪化 も,在 日する外国籍住民の雇用や生活に対 し,大 きな影響を与える

こととなった。

これ ら外国籍住民を取 り囲む諸問題を解決するべ く,入 管法改正以降,外 国籍住民が多

く居住する各自治体では,外 国籍住民に対する様々な施策やサー ビスを開始 ・拡充させて

きた。また,自 治体内にとどまらず,「外国人集住都市会議」などをは じめとした外国籍

住民が多 く居住する自治体間でのネ ットワークも構築されつつある。 しか しなが ら,こ れ

ら自治体をはじめとした行政側が講 じる諸施策 ・サー ビスが,当 事者である外国籍住民の

間で有効に活用されているかという点に関 しては,い ずれの自治体において も疑問が残る

というのが現状である。自治体の中には,外 国籍住民に対する防災関連情報を掲載 した出

版物の作成 ・発行を行ったにも関わ らず,当 該住民にあまりいきわた らないまま,廃 棄す

るといった事例 も見 られる。このように,外 国籍住民のための諸施策 ・サー ビスは整いつ

つあるものの,残 念なが らこれ ら諸施策 ・サー ビスを含めた地域の様々な情報の伝達経路

に関 しては,各 自治体とも大きな課題を抱えてお り,今 後,早 急に解決されるべき部分と

なっている。

2.研 究目的と方法,研 究の構成

本稿では,地 域における外国籍住民向けに行われる情報提供のうち,「防災 ・災害情報」
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の提供とその有効活用という点に着目し,1990年 の入管法の改正以降,国 内で急増 したブ

ラジル出身者を対象に,行 政や関連団体側が行う施策 ・サー ビスがいかなる形で周知さ

れ,そ の情報がいかなる形で彼 らの 日常生活に活かされているのかという部分を分析 ・解

明する。そ して,そ れ ら現状を踏まえた上で,外 国籍住民を交えた 「地域防災」のあり方

について考察することを目的とする。

構成としては,ま ずIIで,行 政や関連団体側が講 じる外国籍住民に向けた諸施策やサー

ビス,そ して防災 ・災害情報の提供について,そ の現状を概観する。つぎに皿では,外 国

籍住民側における,防 災情報の伝達状況及びそれ ら情報の実際の 日常生活における活用度

について,東 海地域のブラジル籍住民121名 を対象に行 った調査 により分析する。それ ら

を踏まえた上で,IVで は,外 国籍住民へ向けた防災 ・災害情報のより効果的な提供方法を

検討 し,地 域の防災力向上へ向けた外国籍住民の関わ り方について考察する。

H外 国籍住民の増加と外国籍住民に対する防災 ・災害情報の拡充

1.東 海地域の外国籍住民の現状

1990年 の入管法改正以降,国 内では南米出身の 日系人及びその家族が増加 した。2007年

12月末現在,日 本に住むブラジル国籍保有者は,316,967人 となっている。これ らブラジル

国籍保有者の居住にはかな りの地域的差異がみ られる。入管法改正直後は,製 造業関連の

就業機会が多い北関東や東海地域における居住が進んだ。その後,農 業や食品関連加工業

といった就業業種や就業機会の拡大に伴い,広 域的な居住の増加が見 られたものの(図

1),2000年 以降は,東 海地域への流入が顕著になっており,ブ ラジル国籍保有者の居住の

局地化が進行 しているといえる(図2)。 そのような中,ブ ラジル国籍保有者の多 く集住す

る地域では,外 国籍住民向けの諸施策構築への取 り組みの重要性がより高まりつつある。

2.外 国籍住民向けの向け諸施策 ・サー ビスの成立 ・充実

外国籍住民の増加の中で,各 自治体では外国籍住民向けの施策 ・サー ビスが成立 ・拡充

した。国内の市町村 レベルで もっとも多 くのブラジル人が居住する静岡県浜松市の事例を

表1で 示す。浜松市では,外 国籍市民向けに,行 政機関窓口への通訳の配置や外国語版市

報の発行 ・配布,生 活情報に関するマニュアルの作成 ・配布,ま た,ホ ームページ上での

様々な生活情報の掲示等,様 々な施策 ・サービスを拡充させてきた(表1)。 また近年で

は,日 本語教育分野をはじあとした 日本人市民団体によるサー ビスや,ブ ラジル出身者が
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図1都 道府県別ブ ラジル登録者数(2000年)及 び登録者増減率(1996-2000)

(働入管協会 「在留外国人統計」よ り作成)

図2都 道府県別ブ ラジル登録者数(2007年)及 び登録者増減率(2000-2007)

(働入管協会 「在留外国人統計」よ り作成)
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表1浜 松市 のブラジル人 を取 り巻 く制度及 びコ ミュニテ ィ

生活情報提供

教育/文 化

健康/保 健/
医療

その他

行政 ・公的機関/機 関名(開 始 ・発足年)

・ポル トガル語市報 の発行/浜 松市(1998)

・外国人法律 ・生活相談/側)浜 松国 際交流協会(1991)

・外国人税務相談/助 浜松国際交流協会(2000)

・外国人防災 セ ミナー/側)浜 松国際交流協会(2003)

・ポル トガル語対応職員配置/市 ・国際課,教 育委員会(1993)
・ポル トガル語対応職員配置/市 ・市民窓 ロセ ンター(1997)

・ポル トガル語対応職員配置/市 ・保健予防課(1999)

・ポル トガル語対応職員配置/市 ・広聴広報課,国 民健康保険課(2001)
・ポル トガル語版 「ごみの出 し方」 の作成/浜 松市(1991)

・ポル トガル語版 「水道 ガイ ド」の作成/浜 松市(1990)

・ポル トガル語版 「生活 ガイ ド」の作成/側)浜 松国際交流協会(1991)

・ポル トガル語版 「浜松ガイ ドマ ップ」 の作成/助 浜松国際交流協会(1994)

・ポル トガル語版 「FIRE119」 の作成/消 防本部(1991)

・不就学児童への教育支援/カ ナ リーニ ョ(2002)
・日本語教室/働 浜松国際交流協会(1992)

・日本語教室/公 民館(1992)
・ポル トガル静 コーナーの設置/図 書館(1999)

・国際交流ア ドバイザー制度/公 民館(1997)

・外国人児童生徒相談室の開設/教 育委員会(1991)
・外国人児童生徒適応指導教室/教 育委員会(1993)

・外国人児童生徒ふれあい集会/教 育委員会(1993)
・外国人児童への 日本語ボ ランテ ィア支援事業/浜 松市(2000)

・外国人高齢者 福祉手当支給事 業/浜 松市(1993)
・外国人のための子育て教室/保 健所(2000)

・「外 国人集住都市会議」 開催/浜 松市(2001)

・「世界都市化 ビジ ョン」策定/浜 松市(2001)
・「地域共生会議」の 開催/浜 松市(2001)

・「外 国人市民会議」 の開催/浜 松市(2001)
・「国際交流 ラウ ンジ」 の開催/浜 松市(1993)

日本人市民団体/団 体名(発 足年)

・日本語教室/NPO浜 松 日本語 ・日本文化研 究

会(2001)
・日本語教室/NPO浜 松 日本語 ボランテ ィア協

会(2001)
・日本語 自主学習同好会/公 民館の 日本語 講座修

了者によ る同好会(1999)
・外国人児童生徒 への教育支援/そ らの会(2001)

・外 国人 児童 生 徒 へ の教 育 支援/の ぼ る太 陽

(2001)
・ブ ラジル文化(サ ンバ)を 中心 とした交流/ブ

ラ ジル文化振興会(2002)

・外 国人 無料 検 診 会/浜 松外 国人 医療 援 助 会

(1997)
・外国人のための各種相談/へ るすの会(1990)
・ポル トガル語によ る電話相談/㈹ 浜松いのちの

電話(2004)

・多文化 共生 に関 す る事 業/浜 松NPOネ ッ ト

ワー クセ ンター(1998)
・浜松多文化プ ロジェク ト/静 岡県立文化芸術大

学(2002)
・学生によ る多文化共生事業/CSN(2002)

ブラジル人団体/団 体名/(発 足年)

・ブラジル人への支援(相 談 ・手

続 き代行等)/AB(1998)

・日本の公立学校 に通 う親たちへの支

援/ア ラ ・ブラ ジル(2000)
・ブラ ジル人への文化的支援/ミ ック

ス ブ ラジル 文化 セ ンター(1994-

1997)

・ブ ラ ジル ・ナ タ ル/実 行 委 員 会

(1992)
・LUAU/実 行委員会(1999)

・演 劇/オ フ ィ シー ナ ・ブ ラ ジ ル

(1993)
・外国籍定住者 の医療保障制度改善運

動/グ ル ッポ ・ジェスチ ャ・エ ・パ
ス(1997)

(片岡2005よ り作成)
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核 とな り発 足 した 団 体 に よ るサ ー ビス も増 加 しつ つ あ る。

3.外 国 籍 住 民 に対 す る防 災 ・災 害 情 報 の 提 供 へ の 取 り組 み

近 年,東 海 地 域 で は,東 海 地 震 に関 す る外 国 籍 住 民 向 けの 防 災 ・災 害 情 報 の 提 供 も重 要

視 さ れ るよ う に な って お り,各 自治 体 で は,「 防 災 ・災 害 に 関 す る ブ ック レ ッ ト」 や 「災

害 ハ ザ ー ドマ ップ」 な ど を は じめ と した様 々 な 刊 行 物 が作 成 ・配 布 され る(資 料1)。 中

で も愛 知 県 で は,「 多 言 語 情 報 シ ス テ ム(1)」(http://www.aia.pref.aichi.jp/mlis/)が 整

資料1自 治体や関連団体等が発行する外国籍住民向けの

防災関連出版物 ・ビデオ ・ホームペー ジ

(Kataoka2008よ り作成)

(1)こ の うち,多 言語防災情報翻訳 システムの詳細 につ いて は,宮 尾(2005)を 参照の こと。
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備されてお り,外 国籍住民に対する防災 ・災害情報の提供という取 り組みにおいて,先 進

的な地域となっている。

このような外国籍住民向けの防災 ・災害に関する施策 ・サー ビスは,従 来,外 国籍住民

が多 く居住する各自治体が中心とな り行われてきたが,近 年では,外 国籍住民の広域的な

居住を受け,国 レベルで実施されることもある。外国籍住民との多文化共生社会構築 のた

めの様々な事業を行う財団法人自治体国際化協会では,2004年 に発生 した新潟県中越地震

の際,多 くの外国籍住民が被災 したことを受け,2006年 には 「災害時語学サポーター育成

のためのテキス ト」の発行,2007年 には,「災害時多言語情報作成ツール」,「多言語表示

シー ト」の発行など,国 内の外国籍住民を対象とした防災 ・災害対策事業を行い,各 行政

機関に配布 ・周知を行っている。

皿 外国籍住民 と防災 ・災害情報

1.外 国籍住民の防災 ・災害に関する意識 ・経験の現状

以上見てきたように,国 内において様々な形で提供されるようになってきた外国籍住民

向けの防災 ・災害情報であるが,一 方,当 事者である外国籍住民の防災に対する意識や経

験はどのようになっているのであろうか。本章では,こ れ ら外国籍住民の意識や経験を,

2006年12月 か ら2007年3月 にかけて実施 した,東 海地域に居住するブラジル人住民112人

に対 して行ったアンケー ト調査(2)から把握する。調査方法は,ブ ラジル人調査者による質

問票を用いた対面イ ンタヴュー調査で,調 査場所は,愛 知県岡崎市,豊 田市,安 城市,知

立市,高 浜市,静 岡県浜松市である。なお,補 足調査として,長 野県,三 重県ほか外国籍

住民が多 く居住する自治体への聞き取 り調査を2009年2月 か ら3月 にかけて行った。

(1)地 震 の 周 知 度,地 震 の イ メー ジ,地 震 発 生 時 の 行 動 につ いて

まず,東 海 地 震 の周 知 度 は,「 知 って い る」 が91.1%と,非 常 に高 い。 ま た,そ れ ら地 震

へ の 不 安 は70 .5%が 「あ る」 と回答 した。 た だ し,回 答 者 の 中 で今 ま で実 際 に 自然 災 害 で

被 害 を 受 けた 人 は,全 体 の8%に と どま って い る。 な お,ゆ れ の イ メー ジ と して は,「 自分

の 意 思 で 行 動 で きな くな る」 が 最 も多 く,次 いで,「 多 くの人 が行 動 に支 障 を感 じる程 度 」

「立 って い る こ とが 困難 に な る程 度 」 とい う順 で あ った。 被 害 の イ メ ー ジ と して は,「 建 物

が 倒 壊 す る」 が最 も多 く42.9%,次 い で 「建 物 の 一 部 が傾 い た り,壊 れ た りす る」 とな っ

(2)本 ア ンケー ト調査は,名 古屋大学大学院環境学研究科岡本耕平教授 と共同で行 った。
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て お り,多 くの ブ ラ ジル 籍 住 民 が,東 海 地 震 に対 しか な り激 しい被 害 を イ メー ジ して い る

こ と が わ か った。 これ ら東 海 地 震 に 対 す る激 しい被 害 の イ メ ー ジは,「 地 震 が起 こ った と

き,自 分 が と るべ き 手 段 は何 か 」 と い う設 問 で,24.1%の 人 が 「(建物 の)外 に 出 る」 と

し,「外 に 出ず に机 の下 に隠 れ る」 とい う回 答 は66.1%に と ど ま った と い う こ と に も関 連 し

て い る。 ま た,車 に乗 って い た 際 に は22.3%の 人 が 「走 れ る とこ ろ ま で車 で 走 って い く」

と回 答 した もの の,「 す ぐに車 か ら降 り る」 は,45.5%に の ぼ った 。 車 を 降 りる際 の ロ ック

の 有 無 につ い て の設 問 に対 して は,45.5%の 人 が 「ハ ン ドル に か ぎ は挿 した ま ま車 を 降 り

る」,51.8%の 人 が 「車 を道 路 の端 に寄 せ て 降 りる」 と して お り,運 転 時 に地 震 に あ った 際

の マ ナー につ いて は比 較 的 よ く浸 透 して い る と いえ る。

(2)避 難 所 の 位 置 の 認 識 につ いて

次 に,避 難 所 の位 置 の認 識 に つ い て で あ るが,回 答 者 の58.9%が 「避 難 所 の 位 置 を 知 ら

な い」 と した 。 また,「(避 難 所 を)知 って い るが 行 くこ と はで きな い」 も6.2%ほ どお り,

一 方 「知 って い る し行 く こ と もで き る」 は回 答 者 の33 .0%に す ぎ な か った。 これ らを 回 答

者 の居 住 地 別 に 見 る と,名 古 屋 市,豊 田 市 に居 住 す る 回答 者 の 間 で 認 知 度 が 比 較 的 高 く

な って い る(図3)。

また,こ れ ら避 難 所 の 位 置 を 知 って い る と回 答 した 者 に対 し,そ の 避 難 所 の 位 置 の 情 報

入 手 先 を 問 うた と こ ろ,「 地 域 の 回 覧板 よ り」 が 最 も多 く,次 い で 「日本 語 新 聞/テ レ ビ

/ラ ジオ」,「勤 務 先 の 日本 人 知 人 」 とな っ た。 一・方,「 母 国 語 の新 聞/テ レ ビ/ラ ジオ 」

や 「勤 務 先 以 外 の 同胞 」 と い った,ブ ラ ジル 籍 住 民 側 か らの 情 報 を もと に した と い う回 答

者 は ほ とん どお らず,日 本 人 側 か ら提 供 され る 日本 語 の 情 報 が 避 難 所 の 位 置 を 周 知 させ る
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外国籍住民 に対す る防災 ・災害情報の提供 に関す る一考察(片 岡)

主 な 情 報 元 とな って い る。

(3)ハ ザ ー ドマ ップ につ いて

今 回 の調 査 で は 回 答 者 の77.7%が ハ ザ ー ドマ ップ(3)とい う もの を 「知 らな い」 と回 答 し

た 。 ま た 「言 葉 は き い た こ とが あ る もの の 意 味 は知 らな い」 者 も8.92%に の ぼ る。 近 年,

多 くの 自治 体 で,外 国 語 版 が 作 成 ・配 布 され る よ う にな った ハ ザ ー ドマ ップで あ るが,外

国 籍 住 民 へ の 周 知 度 と い う点 で は非 常 に低 く,そ の 有 効 性 も低 い と い うの が 現 状 で あ る。

居 住 地 別 に見 る と,名 古 屋 市 に居 住 す る回 答 者 の 間 で 周 知 度 が 比 較 的 高 い(図4)。

「ハ ザ ー ドマ ップ を知 って い る」 と した 回答 者 に対 し行 った,「 実 際 にマ ップを 所 持 して

い る か」 とい う設 問 に は,わ ず か4人 の 回 答 者 の み 保 持 して い る と回 答 した。 一 方,「 見

た こ と は あ るが 持 って いな い」 が最 も多 く50.0%,「 知 って い る が(実 際 に)見 た こ と はな

い」 が34.6%と な っ た。 ま た,「 ハ ザ ー ドマ ッ プを見 た こ とが あ る」 と した 回 答者 の 中 で,

マ ップ に記 載 され て いた 言 語 につ いて 聞 いた と こ ろ,日 本 語 が ほ とん どで,ポ ル トガ ル 語

版 の マ ップを 見 た 者 は一 人 もいな か った 。 近 年,外 国 籍 住 民 が 多 く居 住 す る各 自治 体 で は

多 言 語 で の ハ ザ ー ドマ ップが 発 行 され る こ と も多 くな った が,そ の 有 効 性 は極 めて 低 い こ

とが 明 らか とな った 。 な お,ハ ザ ー ドマ ップの 入 手 先 と して は 「日本 人 の 知 人 」 が 最 も多

く,次 いで 「自治 会 」 「会 社 」 「行 政 機 関 」 「子 供 が通 う学 校 か ら」 とい う順 に な って い る。
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図4居 住地別 にみたブラ ジル籍住民のハザー ドマップ に対する認知度

(アンケー ト調査 によ り作成)

(4)防 災活動(訓 練),日 常の防災,防 災情報への満足度について

防災活動(訓 練)の 経験者と避難所の位置についての認識には,相 関があり,防 災活動

⑧ ハザー ドマ ップとは,洪 水や津波,地 震な どの災害の危険度な どを地図上で示 した ものを指す。
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に参 加 した 経 験 を 持 つ 回 答 者 は,そ の3分 の2が 避 難 所 の 位 置 を 把 握 して い た(図5)。 た

だ し参 加 した 防災 活動(訓 練)の 主 催 は 「勤 務 先 の会 社 」 が最 も多 く71.4%を 占め,次 い

で 「子 供 の通 う学 校 」11.4%,と な り 「地 域 の 自治 会 」 は8.5%と 少 な い(n-35,複 数 回

答)。 そ の た め,避 難 所 の位 置 を 把 握 して い る と した 回 答 者 の 中 に は,日 中(勤 務 時)に

お け る避 難 場 所 は知 って いて も,居 住 地 付 近 の 避 難 所 は知 らな いケ ー スが 少 な か らず あ る

と考 え られ る。 な お,防 災 活 動(訓 練)へ の参 加 経 験 の有 無 を居 住 地 別 に み る と,豊 田市,

名 古 屋 市 で 多 くな って いた(図6)。

防 災 活 動(訓 練)へ の 参 加 経 験 は滞 日年 数 と も相 関 が あ り,滞 日年 数 が少 な い人 々 ほ ど,
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二とを知らない

国参加したことはない

■多加したことがある

図5ブ ラジル籍住民の防災活動(訓 練)へ の参加 と避難所の位置 につ いての認識

(アンケー ト調査 によ り作成)
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外国籍住民に対する防災・災害情報の提供に関する一考察(片 岡)

防災活動の参加が少な くなっている(図7)。 しか しながら,本 来,防 災の訓練が必要と

なるのは,居 住先の地域コミュニティとまだあまり関わ りのない滞 日年数の短い外国籍住

民である。防災活動への参加が契機とな り,避 難所の位置の把握が必要なことや,日 常生

活上での防災対策の必要性などを理解 し,ま だ地域にあまり馴染みがない外国籍住民の防

災への関心は高まる。そのためにも,今 後行政側は,外 国籍住民がその地域への居住を始

める際に行う外国人登録の手続き時に,防 災 ・災害情報の周知や防災活動への参加を促す

仕組みを作っていくことが重要である。

日常の防災対策としては,防 災対策を行 っていると回答 した者は,24.1%に とどまった。

居住地別にみると図8の ようになる。なお,日 常の防災対策の実施と,防 災活動への参加

には相関があり,日 常の防災対策を実行 していると回答 した者は,そ の半数が防災活動

図7ブ ラジル籍住民の滞 日年数別にみた防災活動(訓 練)へ の参加状況

(アンケー ト調査 によ り作成)
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(訓練)に 参加 した経験を持 っていた(図9)。 ただ し,自 宅で行っている防災対策の内容

としては,ほ とんどが,保 存食品等などを含む緊急災害用セットの用意にとどまっており,

家具の固定は2件 見 られただけであった。

また,行 政側が提供する母国語での防災 ・災害情報への満足度をみると,「あまり充分

でない」「全然充分でない」あわせて49.1%の 回答者が,母 国語情報が不十分であるとした。

居住地別では,豊 田市において,母 国語情報への満足度が比較的高い。

(5)地 震発生時の情報収集について

地震発生時の情報収集先は,図10に 示す。地震発生時には,日 本のメディアや行政機関,

図9ブ ラジル籍住民の防災活動(訓 練)へ の参加 と

日常の防災対策の有無

(アンケー ト調査 により作成)
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外国籍住民に対する防災・災害情報の提供に関する一考察(片 岡)

周辺の 日本人住民などか ら情報収集を行うと回答 した者が多い。そのため,今 後は受入先

の地域社会側で も,災 害時に情報収集に来る外国籍住民へ円滑に情報を送れるようなシス

テムを構築 していく必要がある。なお,「地震発生時に日本人住民や行政に望むこと」とい

う設問では,大 規模な災害時に必要な ものは,「差別のない援助」 という回答が少 し見 ら

れた ものの,「近所の結合」や 「団結」「協力」という回答が最 も多 くなった。ただし,「近

所の 日本人住民との付き合い」を見ると,「挨拶する程度」が最 も多 くなってお り,現 時

点での外国籍住民と地域コミュニティとの結びつきは密ではない(図11)。

2.外 国籍住民の防災 ・災害情報の利用の現状

以上,防 災 ・災害に関する外国籍住民の意識 ・経験を見てきた。その結果,行 政機関や

関連団体などによる,外 国籍住民へ向けた様々な防災 ・災害対策は進んでいるものの,現

段階では外国籍住民の間に情報がさほど浸透 していないことが明 らかになった。

今回の調査で,ほ とんどの外国籍住民がその存在を知 らなか ったと回答 したハザー ド

マ ップであるが,行 政機関の中には,マ ップを発行 した ものの,外 国籍住民の間にほとん
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図11ブ ラ ジル籍住民の地域における近所付 き合いの程度

(アンケー ト調査によ り作成)

(4)作 成 して も,外 国籍住民への配布が困難であ り,

行政窓 口に置 くだ けとい うところも多い。 これ は,

る。(文 部科学省2007)

日本語版は全戸配布す るものの,外 国語版 は

大阪府枚方市や島本町の事例な どにも見 られ
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も珍 しくはない。今後は作成 ・発行以外に,情 報の配布先や周知経路の再検討を行ってい

く必要があると考え られる。

また,H-3で 述べた㈲ 自治体国際化協会による 「災害時多言語情報作成ツール」に関

して も,そ の利用状況はあまり芳 しくない。㈲自治体国際化協会が行った 「災害時多言語

情報作成ツール」の利用に関するアンケー ト(5)では,回 答のあった51の 行政機関のうち,

実際に 「災害時多言語情報作成ツール」を防災訓練や実際の災害時で使用 したことがある

と回答 した都道府県機関は,23.5%で,7割 以上の都道府県機関は,使 用 したことがない

とした(CLAIR2009)。 「災害時多言語情報作成 ツール」を利用 したことがない理由とし

ては,「現時点では防災部署 と国際課の連携不足のため,外 国籍住民の存在を想定 した防災

訓練が行われていない」や 「県 レベルの防災訓練は,外 国人を対象 としていない」「県の

防災訓練では外国人住民の参加がない」といったことがあげられている。ただ し,「本ツー

ルは,地 域 レベルでの利用が効果的(本 来,地 域 レベルで活用すべきもの)」 として,県

レベルでは使用 しないものの,市 町村や国際交流協会といった関連団体へ配布する行政機

関は多 く見 られた。 しか し,実 際には配布を行 っただけという自治体 もあり,今 後は,「市

町村や地域コミュニティといった下部組織へのツールの利用説明会 ・ツールを使った防災

訓練等の実施が必要である」との回答 もみとあ られた。

加えて,今 回の調査で,外 国籍住民が多 く居住する自治体への聞取 りを行った際に明 ら

かになった課題として,現 段階では,行 政側の防災部門と地域共生に関する部門間での連

携が取れていないところが多いということがあげられた。前述 した㈲自治体国際化協会の

アンケー トでもこのような部署間における連携の問題が指摘されており,「外国人住民の

参加を想定 した訓練が実施されていない」,「外国籍住民に防災訓練の広報を積極的に行っ

ていない」といった回答がみ られた。今後,外 国籍住民の防災訓練への参加を促すための

施策 としては,「 日本語教室参加者等への呼びかけ」や 「防災訓練にあわせて外国籍住民

が参加 しやすいイベ ントの開催を行う」,「地域の外国人コミュニティに協力を要請する」,

「防災訓練の広報を多言語で行 う」などがあげられている。

いずれにせよ,「災害時の避難場所,す べき行動等は,普 段か らの近所付き合いが重要で

あり,そ うした信頼関係が構築 されていけば,お のずと災害の情報は得 られる」という回

答にもみとめられるように,自 治体の多 くで,「地域コミュニティの中での防災 ・災害時

のあり方」が重要視されている。

(5)こ の ア ンケ ー ト結 果 は,助 自治 体 国 際 化 協 会 の ホ ー ムペ ー ジ(http://www.clair.or.jp/)を

参 照 の こ と。
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IV「 地域の防災力向上」と外国籍住民

以上,増 加する外国籍住民に対する防災 ・災害情報の提供という部分に着目し,提 供す

る側,提 供される側それぞれの現状を概観 した。外国籍住民の防災 ・災害対策の現状を,

防災 ・災害対策に必要な3つ の枠組一「自助」「共助」「公助」からみると,「公助」の部分

でかな りの拡充がみ られるものの,現 状のままであると,「 自助」「共助」の部分が未発達

であるために,災 害時,「公助」の部分が充分に機能 しない可能性がある。 とりわけ,防

災 ・災害に関 しては,外 国籍住民を交えた 「地域」におけるコミュニティのあり方,す な

わち 「共助」の部分が重要な役割を占めているため,「共助」機能の整備 と,そ の土台と

なる 「自助」の強化が,自 治体や地域における今後の至急の課題になってくるといえよう。

最後に本章では,「地域防災力の向上」をキーワー ドに,「 自助」「共助」「公助」という枠

組みか ら,今 後の外国籍住民と地域防災への関わ り方について考察 していきたい。

1.ど う救うのか?「 地域からのTAKE」 一外国籍住民に対する防災 ・災害情報の周知

徹底を図るための諸条件

(1)情 報の周知経路 ・周知場所の再検討

外国籍住民への防災 ・災害情報の伝達経路という点で,非 常に多 くの地域でみとあ られ

るのが,日 本人版は全戸配布であるにもかかわ らず,外 国籍住民に対 しては,行 政機関を

含あた関係機関の窓口に直接出向き,入 手 しな くてはな らないというシステムである。 し

か も,設 置窓口はあまりに数が少な く,実 際に外国籍住民が出向 く機会 も少ないため,情

報入手という部分ではあまり機能 していない。この窓口を広げ,外 国籍住民の 「自助」の

部分を強化させる意味で も,外 国籍住民が多 く利用するスーパーやコンビニといった商業

施設や医療施設,金 融機関,外 国人を多 く雇用する企業やエスニ ック ・ビジネス事業所と

いった地域の 「エスニ ック ・ネ ットワークの核」,「『エスニックな拠点』 となる場所」(片

岡2005),を 取 り込んだ,情 報設置 ・配布場所の拡大を試みていく必要がある。

(2)日 本語教育の中での取 り組み

同 じく外国籍住民の 「自助」強化に関わることであるが,災 害時において外国籍住民は,

エスニ ック ・ビジネス事業所といったエスニ ックな拠点やブラジル人団体などといった通

常の情報伝達経路を通 じて得る情報ではな く,日 本側のメディアや行政が提供する,あ る
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いは近所の 日本人住民か ら得 られる直接の情報を重要視する。そのため,防 災や災害に関

わる情報を 日本語で解釈する必要性は高 く,今 後はこれ らのことをふまえたうえで,外 国

籍住民に対する日本語教育を行っていく必要がある。

(3)外 国籍住民を交えての地域ネ ットワークの再構築

次に,「共助」という枠組みからみると,日 常から地域コ ミュニティ内での相互の 「協

力」体制の強化を図ってお くことも重要である。

大規模な災害が起きた際,外 国籍住民が頼るのは日本側の行政や住民か らの情報がほと

んどである。そのため,行 政や,特 に地域の 日本人住民は,日 ごろか ら 「頼 られる側」と

しての役割を担っているということを心がけてお く必要がある。そのような観点か ら見る

と,外 国籍住民が多い自治体では,防 災や災害に関する情報を掲載 した刊行物や防災マ ッ

プなどは,可 能な限 り日本語と外国語の併記の ものを作成 し,全 戸に配布するという工夫

も必要であろう。

また,外 国籍住民と地域の 日本人住民との繋が りについて,そ の現状をみる限 り,密 な

地域コミュニティが形成されているわけではない。この現状は,外 国籍住民の地域コミュ

ニティへの参加状況にも表れている。(図12)。 これは,就 業が生活の主体となっている外

国籍住民が多 く,ま た,夜 間勤務の多さなど勤務時間が不規則であった りすることも多い

ことか ら,な かなか地域コミュニティに溶け込むことが難 しいなどの要因によるものであ

る。また,言 葉が通 じないために,地 域の外国籍住民の間に地域コミュニティ内の情報が

周知徹底されにくいこともその背景要因となっている。なお,こ れは防災 ・災害情報の外

袋井布

掛 川市

豊橋布

名古 屋市

浜松布

豊田布

岡崎市

昌町内会

圏地区の掃除

田地域のお祭り

国子供会

日PTA

口その他

口全く参加してない

図12ブ ラジル籍住民の居住地別 にみた地域の活動への参加状況

(アンケー ト調査 によ り作成)
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国籍住民に対する全戸配布という周知形態を阻む要因ともなっているが,間 接雇用という

就業形態により短期間で移動する外国籍住民が多 く,地 域コミュニティにおいて外国人世

帯の把握がなされていないということも外国籍住民が多 く居住する地域の重要な課題であ

る。

とはいえ,実 際には,長 く一つの地域に居住 し,地 域の外国籍住民のキーパーソンとな

り得る人材 も少な くない。近年,国 内外における外国籍住民が多 く居住する地域コミュニ

ティの中では,そ の 「中間支援組織」としての外国籍住民の活躍が注 目されつつある(Bar-

thelemy2000,吉 富2009)。 外国籍住民が多 く居住する地域では,こ れ らコミュニティの

キーパーソンとなる外国籍住民を取 り込んだ地域ネ ットワークの再構築を行っていく必要

がある。そ して,防 災 ・災害情報の提供や防災訓練といった地域ネ ットワークに関する諸

事業を,従 来のように,受 入先の地域社会側か ら外国籍住民に提供するといった一方向か

らの流れで行うのではな く,企 画段階か ら外国籍住民を取 り込み,共 同 して作 り上げてい

く必要がある。このような共同企画により,防 災訓練などは外国籍住民の参加 しやすい日

程で開催でき,ま たその周知 も容易にな り,防 災活動への参加を促す仕組みが形作 られる

ことにも繋が り,地 域コミュニティの 「共助」の部分とともに,外 国籍住民の 「自助」部

分の強化を図ることができるようになる。

近年,新 しい試みとして,長 野県が 「地域ボランティアネットワーク事業」を立ち上げ,

地域の多文化共生に関わるキーパーソンの発掘と育成,ネ ットワーク作 りを行っている

が,そ のような事業の延長上にこれ らキーパーソンの地域コミュニティ事業への企画段階

か らの参加を位置づけることができるな らば,そ の有効性は一層高まると考え られる。

(4)行 政以外の機関との連携一「公助」の枠組みの強化

従来,と りわけ 「公助」という枠組みか らの外国籍住民に対する施策やサー ビスは,主

として行政や関連団体により実施されてきた。 しか し,一 日がほとんど企業生活で占め ら

れる外国籍住民の生活活動空間を見る限 り,行 政や関連団体か らの施策 ・サー ビスの提供

だけではその有効性に限 りがあるというのが現状である。

今回の調査で も明 らかになったように,外 国籍住民の 「自助」力の強化は,防 災訓練へ

の参加が契機とな りもた らされることが多い。 しか しなが ら,外 国籍住民が参加 した防災

訓練の主体をみると,現 状では,地 域 コミュニティではな く勤務先の企業がほとんどと

なっている。企業側は,こ れ らの現状を把握 した上で,今 後は企業内防災という枠にとど

まらず,雇 用する外国人労働者に対 し,そ れぞれの居住地コミュニティにまで還元できる
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ような形での防災活動や,防 災 ・災害情報の周知などを行い,「公助」の枠組みの強化に

努めていく必要がある。

地域防災力向上に向けた 「公助」の枠組みは,と りわけ外国籍住民に対 しては,行 政の

みな らず,関 連団体や領事館,雇 用主である企業などより幅広い主体か ら形作 られるべき

である。これ ら関係団体や領事館,企 業側は,地 域防災力向上への責任の一端を担ってい

ることを認識 していく必要があろう。

また,企 業と同様に,行 政や地域コミュニティか らでは限界のある外国籍住民への情報

伝達経路の再構築や,防 災 ・災害に関する地域コミュニティ事業への参加を促す仕組みづ

くりという点では,領 事館等が果た し得 る役割 も大きい。今後は,防 災 ・災害に関する

「公助」の一部 として,領 事館等 との連携 も密に保つことが重要 となる。

(5)広 域ネ ットワークの構築

このように,外 国籍住民に対する防災 ・災害情報をはじめとした情報伝達経路の再構築

において,企 業や領事館,そ して地域コミュニティ,行 政 ・関連団体とのネ ットワークの

構築は非常に重要である。とりわけ,大 規模な災害の際には,こ れに,医 療機関との連携

も必要とされる。現状では,同 じ地域自治体の中で も,防 災 ・災害部門と多文化共生部門

との間で連携(6)が保たれていないところもあ り,こ れ ら地域内におけるネ ットワークの構

築は至急の課題である。とりわけ,多 言語の情報ツールは,作 成そのものが目的ではなく,

実際に活用することにその意義がある。配布後に,実 際に活用 して練習する場を設けてい

くたあ,こ れ ら多言語情報ツールの存在を,地 域内のネ ットワークを活用 し,行 政機関や

関連団体,そ して医療機関や民間企業,領 事館等を も含めたより多 くの機関に周知 してい

く必要があろう。

また,大 規模な災害時には自治体を超えた広域的なネ ットワークが必要となるため,全

国 レベルでのネ ットワーク構築 も至急の課題である。現在は各自治体ごとに実施 している

医療や災害ボランティアの養成事業において も,今 後は,自 治体間での共同訓練をはじめ

とした連携事業 も組み入れつつ,全 国 レベルでの広域的なネ ットワーク構築を進めていく

必要がある。なお,多 言語での防災 ・災害 ・生活関連情報に関する冊子やパ ンフレットな

どは,同 じ内容の ものがそれぞれの自治体や関連団体により重複 して作 られていることも

ある。全国 レベルでの広域ネ ットワークが構築されると,そ れ らの作成時にかかる負担を

(6)防 災 ・福祉 ・情報部局の連携 と個人情報の共有化 については,宇 賀 ・鈴木(2007)を 参照の こ

と。
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低減することが可能にな り,作 成作業は効率化される。そ して,各 自治体は,今 まで以上

にそれ ら情報の周知 ・配布 ・利用の部分に力を入れることも可能になると考え られる。

(6)「 ハザー ドマップ」等,多 言語による表記の再検討

今回の調査ではあまり外国籍住民の間にいきわたってお らず,問 題点としては浮上 して

こなかった外国語版ハザー ドマ ップの内容であるが,今 後はこれ ら地図の周知や配布方法

の再検討とともに,地 図の作成方法や記載内容 も再検討 していく必要がある。現状では,

ハザー ドマ ップや防災マ ップなどの地図を作る際,日 本の地図を多言語に翻訳 して終わ り

という形が非常に多い。 しか しなが ら,こ れ ら地図を 「読図」(7)という部分から考えると,

「都市計画基本図」が基図として多 く使われる 「ハザー ドマップ」の場合,基 図をそのま

ま多言語 に翻訳 しただけでは,外 国籍住民が読図できに くいという難点があげられてい

る。また,防 災マ ップなどの多言語地図の表記で も,住 居表示システム(8)が異な り,道 路

に名前が付されていないことの多い日本で,外 国籍住民が地図上で位置を特定するのは困

難を伴うとの指摘がある(文 部科学省2007)。

そのため,外 国籍住民に向けた防災 ・災害関係の地図を作る際には,① 鉄道駅,役 場,

公園など,外 国籍住民にとり馴染みの深い施設やよく利用する商業施設を商標記号ととも

に記入する。②外国籍住民向けの災害情報が得 られる場所やウェブサイ ト,外 国籍住民向

けに情報を提供する団体 ・機関の連絡先等を記載する,な どの工夫が必要とされる。

このように,情 報の多言語での提供には,生 活文化をはじめとした背景の相違により,

単なる翻訳だけにとどまらない様々な工夫が必要となって くる。これ らを踏まえ,今 後は

地域コミュニティあるいは自治体 ・関連団体において,外 国籍住民と日本人住民が共同で

「防災マップ」を作る機会を設けるといった防災活動 も行 っていく必要がある。また,こ の

ような防災関連刊行物を作成する際の企画段階か らの外国籍住民の取 り込みは,作 成後に

最 も重要となる配布 ・周知の徹底という部分にも少なか らず寄与できると考え られる。

(7)外 国籍住民の読図実験 につ いて は,高 井(2004),文 部科学省(2007)を 参照の こと。

(8)日 本の住居表示 は街区方式であ るが,ブ ラジルを含め多 くの国の住居表示は,道 路方式であ り,

道路名を手がか りに場所を特定す るとい う形が一般的であ る。
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2.ど う活かすのか?「 地域へのGIVE」 一外国籍住民を取 り込んだ 「共助」とそれを活

かす 「公助」

今回の調査の中で,非 常に気になったことがある。それは,各 自治体や地域コ ミュニ

ティの中での 「災害弱者」としての外国籍住民の捉え られ方である。確かに,外 国籍住民

の中には言語という部分で,災 害時に大きなハ ンデを持つ者がいることは否あない。 しか

し,調 査の中では,「大規模な災害が起 こった際に重要なことは 『お互いの協力』」という

言葉が多 くの外国籍住民か ら発せ られたように,彼 らの中には,地 域防災力向上に対する

協力的 ・積極的な姿勢を持つ者 も多い。また,災 害発生時には,地 域コミュニティ成員が

その国籍を問わず,互 いの 「協力」を必要とする機会 も多 くある。

今後は,こ れ らが外国籍住民の持つ 「協力」への意識を,従 来のような災害弱者として

「どう救 う」 という視点からのみではなく,「どう活かす」の視点か らとらえ,外 国籍住民

を交えた防災訓練などの取 り組みにより,地 域の防災力向上を図るシステムを作っていく

必要がある。また,こ れ ら 「相互協力」への意識を,外 国籍住民,日 本人住民交えた全地

域コミュニティ成員の中で周知 ・育成させることができるな らば,そ こに,各 自治体や地

域コミュニティにおいて外国籍住民を交えた防災活動をより 「積極的に」行っていく必然

性がおのずと生 じ,そ の結果,外 国籍住民を含あたより充実 した地域防災施策の再検討が

行われるようになるはずである。

「地域の防災力を高める」ためには,外 国籍住民 ・高齢者 ・障害者 といった災害弱者へ

の取 り組みや配慮が欠かせない。ただ し,外 国籍住民に対 しては,従 来のように災害弱者

という枠組みで括るのではな く,そ れ ら外国籍住民の属性を再度考慮 しなが ら地域防災の

中における位置づけや役割を再検討 し,「地域の防災力」の向上に活か していくべきであ

る。その中では,一 定程度以上 日本語のできる外国籍住民に対 し,「救 う側」・「援助する

側」という認識に基づいた防災活動を行っていくなど,今 後は,各 行政機関や地域コミュ

ニティが,地 域の防災力向上の一要素ともな りうる外国籍住民を含めた人的資源をいかに

育成 していくか?に スポットを当てた事業展開を図っていく必要があると思われる。

災害に強い地域をつ くるためには,防 災 ・災害情報の周知徹底,防 災訓練等の 日常の防

災活動への参加促進,と いったことか ら始まる 「自助」力の強化,そ して,外 国籍住民の

企画段階か らの地域コミュニティ事業への参加,行 政 ・企業 ・領事館 ・市民団体 ・地域コ

ミュニティが一体 となった地域ネ ットワークの再構築 といった 「共助」の整備,そ して

「公助」の枠組みの整備が不可欠 となってくる。そして何よりも,こ れ らの取 り組みの過程

で形成される,日 常的な接触 ・交流の場の創出 ・拡充による地域コミュニティ内の繋が り
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の 強 化,そ れ らが 今 後 の 地 域 防 災 力 の 向 上 を 一 層 加 速 させ るの で あ る。

Vお わ り に

以上,1990年 の入管法改正以降増加する外国籍住民 に対する,防 災 ・災害情報の提供

を,行 政及び関連機関側の取 り組みと,情 報の提供を受ける外国籍住民側が持つ意識 ・経

験といった双方の現状か ら見てきた。その結果,(1)外 国籍住民の増加により,行 政や関連

団体側か ら様々な防災 ・災害情報に関する施策 ・サー ビスが拡充されてきた ものの,現 時

点では,外 国籍住民の間に周知が徹底されているとは言いがた く,今 後の情報伝達経路の

再構築が至急の課題 となっている。(2)外国籍住民を交えた地域の防災力を高めるために

は,「情報の周知経路 ・周知場所の再検討」,「日本語教育での取 り組み」,「外国籍住民を

交えての地域ネ ットワークの再構築」,「行政以外の機関との連携」,「広域ネ ットワーク構

築」,「多言語による表記の再検討」などが必要となる。(3)外国籍住民の中には,地 域防災

力向上に対する協力的な姿勢や 「災害発生時には地域への協力が不可欠」とする意識を持

つ者 も多 く,今 後は地域において災害弱者を救う側に移行 し得る可能性 も秘めている。地

域コミュニティや行政側は,従 来のように外国籍住民を一概に 「災害弱者」と捉えるので

はな く,そ れ ら意識をふまえた上での事業展開を図っていく必要性がある,と いった知見

を得ることができた。

ただ し,今 回は時間の都合上,限 られた調査地域における限 られたサ ンプルでの簡易報

告に近い形でまとめざるを得なかった。今後はより広い地域において調査を進め,そ の調

査結果を もとに,外 国籍住民を交えた地域防災 ・災害情報に関する全国的なネ ットワーク

の構築 も目指 していきたい。

地域の防災力は,地 域コミュニティがいかなる方向を目指すのか?を 日ごろか ら住民

が相互に考えていくところか ら生まれる。今後は,「 自助」「共助」「公助」の枠組みが効

率的に連動 し合う,よ り安全な地域づ くりを思索 していく場をそれぞれの地域に設けてい

くことも,必 要となって くるであろう。

本稿 は,科 学研究費 基 盤研究◎ 「エ スニ ック集団の生活活動空 間 とその応用 に関す る研究」(研

究代表者:片 岡博美.課 題番号:20520697.平 成20年 度～22年 度)及 び,科 学研究費 基…盤研究㈲ 「現

代 日本の人 口減少 問題 に対す る外 国人定住化 の貢献 に関す る研究」(研 究代表者:石 川義孝.課 題番

号:21242032.平 成21年 度～24年 度)の 助成を受 けた もので ある。
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